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◆日本共産党の見解を紹介します。
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◆ご意見、ご要望をお寄せください。

　取手市と、つくばみらい市（一部）で構成
する「取手地方広域下水道組合」（藤井信吾管
理者）は、11 月５日開催予定の組合議会に、
下水道料金値上げ案を提出する方針です。「施
設の維持管理費及び地方債の元利償還金の経
費のすべてを下水道使用料でまかなう」とす
る藤井管理者の諮問に対し、今年 7 月下水道
事業運営審議会が答申しました。
　答申は、1㎥当たり150円の料金を目安とし、
①使用者間の公平性を図る。②使用料収入の安
定性を確保する。③下水道使用料の総額の変動
を抑えた料金体系に見直すとしています。

　答申を受けた「組合」の料金体系案は、使
用水量月８㎥以下の家庭は、使用実態に合わ
せ値下げになるものの、９㎥～ 100 ㎥迄は値
上げ、それ以上の大口使用者は値下げする内
容になっています。一般家庭（３人）の使用
水量月 30 ㎥の場合、年間 3600 円の値上げと
なり、理髪店・美容院・トーフ屋さん等自営
業者も大幅な値上げとなります。
　この下水道料金値上げ計画は、電気料金値
上げや介護保険料の負担増、さらに消費税増
税が実施されれば暮らしと経営を直撃します。

下水道料金値上げ条例提案へ11 月 5日
下水道組合議会

大規模事業所は値下げ、一般標準家庭と小規模事業者は値上げ

・管理者
　取手市長　藤井　信吾
・副管理者
　つくばみらい市長　片庭　正雄

取手地方広域下水道組合
（取手市小文間）

●1950 年 11 月 12 日、 鹿児島県霧島市隼人町に生まれ

る●71 年 3 月に鹿児島女子短期大学卒業　●東京科研工
業 （株） を経て、72 年にマックスファクター （現在 「ＳＫⅡ」）
勤務　●88 年 4 月から、 県南農民組合事務局長　

●趣味／カメラ、 小旅行　●龍ヶ崎市在住　

■TPP への参加に反対し、 農業、 医療、
　中小企業など茨城の地域と産業を守り 
　ます。

■放射能汚染から子どもと地域を守　り
　ます。 除染と健康調査の実施、 農林　
　水産物のきめこまかな検査と被害の全
　面補償を求めます。

■大震災からの復旧 ・ 復興に全力をつ
　くし、 くらしと地元経済再建へ　国助　
　成の拡充を求めます。

■東海第 2 原発の再稼動を阻止し廃炉
　を求めるとともに、 再生可能エネルギー
　の開発普及を求めます。

■消費税増税に反対し、 税金は応能負
　担を貫き、 働く人の所得を増や　し、　　
　社会保障の拡充と財政再建をすすめ
　ます。

■日米安保条約の廃棄を求め、 基地の
　ない日本をめざします。 百里基地での
　日米合同訓練の中止を求めます。

■憲法を守り、 女性に対するあらゆる形
　態の差別の撤廃を求めます。

■若者の安定雇用と正社員があたりま
　えの社会をめざします。

小林きょうこのお約束

プロフィール

ＴＰＰ阻止、原発ノー国民大集会
（2012年6月23日）

再生可能エネルギーを学びに
ドイツ・フラィアムト村（2012年7月）

小学3年生と豆腐づくり
（2011年）

放射能汚染、 「いじめ」 問題…、 若ものに 2 人に 1 人は非正規雇用…。
子どもたち、 若ものたちをとりまく状況は深刻です。
正社員があたりまえの社会へ、 子育て安心、 子どもたちが輝く日本へー。
小林きょうこさんの大きな願いです。

　いま、「原発ゼロ
の日本へ」の声は

国民多数の声に。

県内では運転開始
から 33 年経過し

、トラブルも多い

東海第２原発の廃
炉を求める声も日

ましに高まってい

ます。新たなエネ
ルギー政策への転

換が求められます
。

「食料もエネルギ
ーも安心安全な地

産地消で」と取り
組

んできた小林さん
。再生可能エネル

ギーを先駆的に進

めているドイツを
訪ね、学んできま

した。

―　電話 72-7816　―
弁護士無料法律相談（ご予約を）
10月18日（木）午後2から　取手市立福祉会館

生活相談
労働相談

【茨城３ 区】取手市、守谷市、龍ケ崎市、牛久市、稲敷市、
　　　　　　利根町、河内町、阿見町、美浦村

日本共産党衆議院茨城３区予定候補
紹介

市民アンケート中間集計結果報告（裏面）



アンケートへのご協力ありがとうございました。

　日本共産党が、2012 年 8月から実施した「市民アンケート」の集計結果を知らせします。ご意見も多数いただきありがとうござ
いました。現在取りまとめ中です。随時、「明るい取手」やホームページでお知らせしていきます。また、寄せられたご意見・ご提
案は行政など各機関に届けるよう準備中です。

2012 年　市民アンケート中間集計結果報告

1.原発・放射能汚染 件数 割合 4.2　第９条（戦争放棄・軍隊はもたない） 件数 割合
1.1　大飯原発が再稼働されましたが 　　①堅持する 294 61.8%
　　①やむえない 115 24.2% 　　②変えた方が良い（軍隊を持つべき） 112 23.5%
　　②事故原因究明・安全対策が先だった 267 56.1% 　　③その他　 17 3.6%
　　③すぐにも再稼働は撤回すべき 187 39.3% 5.暮らし
　　④わからない 15 3.2% 5.1　あなたの暮らしむきは、昨年とくらべて
　　⑤その他 12 2.5% 　　①苦しくなった　 270 56.7%
1.2　「東海第二原発は 　　②楽になった 5 1.1%
　　①「廃炉」にする 363 76.3% 　　③かわらない 170 35.7%
　　②再稼働する 40 8.4% ▼苦しくなったという方、どんな状況ですか。
　　③わからない　 40 8.4% 　　①ここにきて苦しくなった 133 27.9%
　　④その他 22 4.6% 　　②ますます苦しくなった　 51 10.7%
1.3　これからの「原発」について 　　③最悪の状態だ 30 6.3%
　　①「原発」は継続する 46 9.7% 5.2　生活する上で、お困りのことは（複数回答可）
　　②「原発」から撤退する 313 65.8% 　　①賃金が減った　 51 10.7%
　　④わからない　 22 4.6% 　　②年金生活（収入減）になった　 153 32.1%
　　⑤その他 12 2.5% 　　③年金の目減り　 188 39.5%
1.4放射能汚染対策で望むものは（複数回答可） 　　④失業 30 6.3%
　　①「除染」の促進 328 68.9% 　　⑤売り上げ（仕事）減 18 3.8%
　　②継続した子どもの健康調査 218 45.8% 　　⑥生産者米価が下がった 10 2.1%
　　③放射能ゴミの仮置き場設置 116 24.4% 　　⑦医療費の負担 130 27.3%
　　④測定器貸し出し方法の改善 73 15.3% 　　⑧税金が高い 154 32.4%
　　⑤風評含む被害への全面補償 110 23.1% 　　⑨扶養家族が増えた　 6 1.3%
　　⑥かくさず正確な情報提供　　 319 67.0% 　　⑩国民健康保険税・介護保険料の負担 218 45.8%
　　⑦その他 22 4.6% 　　⑪介護サービス利用料（施設利用・入所など含む）の負担 42 8.8%
2.消費税 　　⑫公共料金の負担　 89 18.7%
2.1　消費税増税は 　　⑬教育費支出増 29 6.1%
　　①賛成　　　 27 5.7% 　　⑭子育てが大変 18 3.8%
　　②やむ得ない 140 29.4% 　　⑮防災 16 3.4%
　  ③反対 252 52.9% 　　⑯ごみ問題 38 8.0%
　　④わからない 13 2.7% 　　⑰道路・下排水の整備の遅れ 58 12.2%
 　 ⑤その他　 14 2.9% 　　⑱放射能汚染 145 30.5%
2.2　国の財源対策について（複数回答可） 　　⑲環境破壊 65 13.7%
　　①大企業減税をやめる　 163 34.2% 　　⑳買物に行くのに不便になった　 78 16.4%
　　②株など証券取引優遇税制をやめる　 157 33.0% 　　   農業などの後継者不足 13 2.7%
　　③法人税を上げる 94 19.7% 　　   その他 38 8.0%
　　④法人税を下げる 29 6.1% 6.取手市政
　　⑤消費税を上げる 40 8.4% 6.1　公立小学校「統廃合」をどう　思われますか（複数回答可）
　　⑥食料品は非課税に 198 41.6% 　　①学校は災害時の避難所となるところ、なくすべきでない 118 24.8%
　　⑦消費税を下げる 101 21.2% 　　②「統廃合」は中止し、全学校の「耐震化」を急げ 86 18.1%
　　⑧累進課税の徹底 77 16.2% 　　③子どもの人数が減ったのだから当然だ 133 27.9%
　　⑨富裕税導入 185 38.9% 　　④少子化の今こそ、少人数学級などゆきとどいた教育のチャンス 155 32.6%
　　⑩軍事費の削減　 127 26.7% 　　⑤遠距離通学となり、防犯・交通面が不安だ 144 30.3%
　　⑪公共事業の見直し　 186 39.1% 　　⑥学校はコミュニティの拠点、「まちづくり」からも減らすのやめて 66 13.9%
　　⑫経費削減・ムダ排除 310 65.1% 　　⑦保護者、住民の意見をもっと聞き、時間をかけて慎重に 148 31.1%
　　⑬公務員・議員削減 279 58.6% 　　⑧教育をコスト優先（経費削減）で考えるのはおかしい 114 23.9%
　　⑭政党助成金の廃止 251 52.7% 　　⑨お金がないのなら仕方がない 48 10.1%
　　⑮その他 19 4.0% 　　⑩「統廃合」ありきでなく、少子化対策（人口増）を 124 26.1%
3.ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定） 　　⑪その他 5 1.1%
　　①加わるべき 72 15.1% 6.2　国民健康保険税について
　　②慎重に考えるべき　 210 44.1% 　　①高過ぎるので減免や引き下げてほしい　 279 58.6%
　　③加わるべきでない　　 121 25.4% 　　②高いがやむえない 78 16.4%
　　④わからない 60 12.6% 　　③その他 27 5.7%
　　⑤その他 4 0.8% 6.3　介護保険について
4.憲法 　　①保険料下げてほしい 238 50.0%
4.1　憲法について 　　②利用料の負担軽減 104 21.8%
　　①変える必要はない　　 209 43.9% 　　③介護施設の増設 132 27.7%
　　②変えた方が良い 161 33.8% 　　④その他 27 5.7%
　　③その他 51 10.7%

■回答総数476件（2012.9.7現在）
■無回答、複数回答などがありますので、必ずしも合計は100％にはなりません。
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